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前田信二郎犯罪の都市化 1 9 5 7 5頁以下。
vc ＜わしい。
(2) エクスナー， F 刑事学
堀田端訳 矯正資料第 13号 36 4頁。
原著 Exner ,Franz Kriminologie 3. Au fl. 194玖
(3) 西ドイツ l'Ci>~いて、早発性犯罪者（ Fr iihkr imin el le 〉といわれる場合は、犯罪
的素質の早期の徴候として表現される放縦性（ Verwahrlosung）一ーたとえば、怠
学、学業放棄、頻回転職、不安定念生活態度、犯罪行為の頻繁念反復をどーーを伴念う
少年（ Jugendl i ohe 1 4才念いし 18才）と年長少年（Heranwaohsende 1 9才
念いし 21才）との両者を含む。た Yし、犯罪学者Vてよっては、早発性犯罪は 25才前
Kスタートした場合をいうとするとともある。との点Kついては、
吉益俺夫犯罪学概論 1958 119頁以下。






宮沢浩一編世界諸邦少年法制の動向 1 9 6 8. 
が便利である。

















めの新しいアプローチ一一刑政第 81巻第 11号 88頁以下参照）。
わが国l'Lj;,~いても、現在、採られている分類級のなかで、 G級（ A級一一性格がj;,'j;,'
むね正常で改善容易と思われる者一ーのうち、 25才未満の者）、 E級（ G級のうち、







正木亮 刑法と刑事政策 1 9 6 3 6 5頁以下。
(9) 法制審議会刑事法特別部会
第三小委員会議事要録（三） 2 1 4頁以下。
問要録tてよると、「常習犯K対する措置」として提案されたものは、 A案は定期刑加

























最高裁判所事務総局編 1 9 6 8 7 1頁以下参照。


























そのひとつは、 1 8才から 29才Kかけての若年成人といわれる年令段階の犯罪者は、
犯罪的活動性がもっとも高い、という認識である。
「表Jは、 1 9 5 8年と 19 6 0 年Kl>~いて有罪を言渡された者の、同世代 1 0万人当
(3) ,,. 









、与、、ー～、弘、、、～、 1小－17才1EトIDt2同 4才 25-吃杭才 5仔、設才 4ト49;才 5ト59:才 6(J:弛L上
〔男子〕
ドイツライヒ
1900 1,661 4303 3,032 2,949 2,322 1,681 1,053 433 
1 9 1 0 1,523 3,619 3,094 3,119 2,464 1,758 1,0 70 413 
1928 1,192 2,460 3,593 3,299 2,708 1,986 1,241 462 
連邦共和国※
1958 2,300 5260 5,683 4227 2,989 2281 1.424 454 
道路交通犯 422 2,140 2,416 1,793 1,351 1,059 685 212 
その他例日罪 1,878 3.120 3267 2.434 1.638 1.222 739 242 
1960 2,467 5,468 5,357 4,224 2,787 2ρ94 1,325 447 
道路交通犯 487 2,431 2,393 1,871 1,292 1,015 6 71 220 
その他倒E罪 1,980 3,03 7 2,964 2,353 1.495 1.0 79 654 227 
〔女子〕
ドイツライヒ
1900 325 417 416 418 491 448 286 103 
191 0 291 404 43 7 441 511 480 305 109 
1928 208 338 458 441 407 356 255 91 
連邦共和国※
1958 234 527 590 468 379 2e3 161 54 
道路交通犯 46 161 134 88 81 62 32 12 
その他の犯罪 188 366 456 3JO 298 221 129 42 
19 60 236 515 536 470 370 287 164 53 
道路交通犯 45 184 140 105 87 69 34 11 


















フライは、 1 9 1 2年から 19 3 8年までV'Li.・いてパーゼル市の少年審判所Kよって
刑事的K処理された 30 3名の早発性犯罪者Kついて研究し、次の結論を得た。す念わ
ち、 30 3名中の 26. 7 %が累犯者K発展した、と。一方、同年V'Li.•いて民事的K処理
された 16 4名については、その内の3.7 %が常習犯罪者十て走った、と。結局、フライ
Kよると、かれのいう早発性犯罪者の 25%一一それは全少年犯罪者の 5念いし4%vc 
当るーーーが、将来、累犯者K左るというととである。
また、フライのいう累犯者の念かには、どれくらいの割合で早発性犯罪者がいるか、
という点について、かれは 70名の累犯者を検討して、そのうちの 75. 7%が早発性犯
罪を示したという結論を得た。との点に関しては、 ドイツでは、シュネル、グエンド、
シュミット、ハインク、ロッツ、ミュッグンフ・ルク、マイヤ一念ど多〈の研究がみられ
る0(6）比較的最近では、シヤヅヘルトのものがある。（7）かれは 19 4 5年以後K保安監
置施設に収容され、 1 9 5 9年までK釈放された男子 14 0名について検討し、そのう




ぶ有罪宣告を受けた者の 49%は、その年のうちlそ再犯に陥っていた。 14 0名中 97 
名（ 6玖4% ）は、 1 6才から 27才の間l'L3回以上故意の犯罪行為をbかし、その結










そのひとつは、少年福祉法（ Jug巴:idv悶 h::.ra斗了コSges巴七日）第 63条Vてもとづ〈
「教護の措置J(FursorgeerzielrnrニE〕の命令がある。 しかし、 とれは 18才未
満の少年（ J時 endlio::ie）を対象とするものであり一一例外的l'L1 9才未満の少年が
対象とされる一一、原則として年長少年（ Heranwaohsende ) 1 8才念いし 20才は
除外される。したがって、発展途上の性癖犯罪者（Weごdeユ-lerHang七・れer）に対する
一つの効果的手段としての教護の措置は脱落する。
次に考えられるのは、少年裁判所法（ Jugendger ioh七gese七z) K規定される不




されたものでは念＜ J 、したがって教育的努力の効果を十分Vてなさめ得~V>o むしろ、 ζのよ
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う念処遇困難者（S印 rerまたはVersa.ger）は、改善可能性の高い少年bよび年長少年













cherungsverwa.hrung）である。とれは 19 3 3年Kナチス政府の手Kよって、「危
険念常習犯罪者bよび保安・改善処分K関ナる法律」（ Gese七z gegen ge fahrliohe 
Gewohnhei七日verbrecher und 立berMa.βregeln der Sioherung und 
Besserung）として成立したものである。
保安監置の命令は、少年裁判所法第 7条によって 18才以下の少年Kは言渡すととを










刑事第 5部法廷は、 1 9 5 5 年の判決VL:i>~いて次のよう K述べた。「心理学の知見Kよ
れば、精神的成熟、ととに男性のそれは 25才、場合によっては 30才に歪ってその少



















































(Deutsche vereinigung fur Jugendgerichtshilfe und Jugendgerich七s-









































: in Handwor七erbuoh Der Kriminologie Bd. I. 
herg. Rudolf Siever七日 1966 s. 410. 
(4）吉益、上掲書 7 6頁以下。
． 
(5) von Frey, E. Derfruhleriminelle Ruokfallverbreoher 
1951 s. 71 ff. 
(6) Spieler, H.D. Die Vorbeugende Verwahrun~ 
1960 S.1 ?ff. 
(7) Schacher七， D. Kriminologisohe Un七ersuoaungenan 
en七lassenen Sioherungsverwahrもen, Gちももingerjur.Diss., 1 963 




a. a. O., 














Jescheck, Lehrbuch de日 Sもrafrechts Allgemeines Teil 
1969. S.21ff. 
念1缶、比較的新しいモノグラフとして
Geisler, W Die Sicherungsverwallrung in englischen und 
den七Bch en S七rafrech七． 196 7.
間以上の記述は、主として
Spieler, a. a. O., S.22ff. Kよる。
念ぉ、 1 9 5 5年のロンドン会議の報告Vてついては、
Gl u日ck, Sheldon. Ven七ures in Criminology 1956. P 194ff. 
に詳細K報告されている。















イギリス f'(;f.~ける常習犯罪者（いわゆる固執性犯罪者Persis 七 en も Off ender）対



















































































多くなり、その結果、 1 9 4 8年法の固執性犯罪者対策は事実上あまり用いられ念〈念
た（8)(9)
1 9 6 2年目、刑事控訴制所の主榊j事のパーヵー腕、「実務の方向？と題し
て予防拘禁K対する批判を表明した。すなわち、
1. 予防拘禁の言い渡しは、裁判所によって濫用されるととがある。

















との報告書をうけて、 1 9 6 5年 12月の内務省白書は予防拘禁、矯正訓練を共K廃
止するととを勧告した。 ζれによって、 1 9 6 7年刑事裁判法はとの両者を廃止した。
1 9 6 7年法の第37条Kよると、通常の懲役刑と特別の予防刑との区別を廃止し、





























いととは明らかであった。つま払 1 9 4 8年法の目的は訓練の新しい形式を準備する
ととKあるのではなくて、訓練知鵬所(ICi,~いですでに発展してきた訓練の方法を効果的
K応用するととのできるように、十分に長期の判決を下す力を裁判所K賦与するととで
あるといわれている。裁判所は、当初はたしかK熱意をもってとの刑を適用し、 19 49 
年4月から年末まで(1(1160名、 1 9 5 0年には 12 3 4名の者K矯正訓練を言い渡
したが、まもなく、矯正訓練の性格の理解に混乱が生じ、 1 9 5 1年Kは84 0名、
















との区別を次第に失っていった。 1 9 6 2 年のヘネシ一事件(IC$~いて、裁判所は懲役刑
と矯正訓練とを併科しうるととを宣言するK至ったのである。
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の地方訓練邦蹄所（ regional 七rainingprison）、と特殊矯周嚇卵蹄所（ special











最後V亡、矯正訓練の脚力牽であるが、 1 9 5 0年から 19 6 2年Kわたり、釈放時の
年から翌年の 12月31日まで再犯に陥った者の率は、最高 52. 7 %、最低は41. 4 % 




















(1) Jescheck, H-H. Die kriminalpoli七ischeKongepもlon 
des AE eines SGBs (Allgemeiner Teil) 
z SもVT80(1968) S.84. 
(2) とれK対する邦語文献は比較的限られている。
柳本正春英国予防拘禁制度の実態
刑政第 77巻第 6号 1 9 6 6. 3 0頁以下。
ウイルキンス 固執性犯罪者と予防拘禁








Allen, c. Die Behandlung der gefahrlichen 
Gewohnh巴1七sverbrecher im englii::chen S七rafrechも．
:lStW 80(1968) S.663ff, 
Mc Clearo, J .D. Corre cもive Training 
- Decline and Fall -
Crim. L. R. 1964. P. 745ff. 
Spieler, a. a, o. S.107ff. 
1iどを手がか！＞ f'L述べる。
(3) Repo r七 ofThe Cammi七eeon Prisons, 1895. C.7702. 
(4) Repo rも of The Commi tee on Pers is七enも Offenders, 
1932. Cmd. 4090. 
(5）一九四八年英国刑事裁判法法務資料 第三二八号
-27-
(6) 島田， 上掲書 1 9 8頁。
(7) A 1 1 e n , a . a • O • S • 1 6 6 f f . 
(8J 島田， 上掲書 1 9 8頁以下。
(9）予防拘禁の要件に合致する者の内のbよそ 13 %だけが予防拘禁を言い渡された．
当初は年尚約 20 0名の予防拘禁K付された者が、 19 6 4年にはわずか 40名代さが
った。
Al 1 en, a • a . 0 . S • 1 6 5.
” (1団 側 Practice Direc七ion。とれは政府の報告書の一部に沿いてあっかわれた。
日1) Prey己n七iveDe七ention, f<cepo rも of Advisory 




(12) The Aduld Offender 1965. Cmnd. 2852. 
(13) 島田， 上掲書 2 0 0頁以下。
(14 Mc Cle丘n, Ibid., P. 749. 
(15) Week 1 y Law Revi巴w 1955. P. 856. 
(J6) Mc C 1日an, Ibid., P. 752. 
(1引 McClean, Ibid., P. 753. 
同じデータを基礎Kし念がら、実務家のWinifredA. Elkinは裁判所はそれほど重
きをないていないと評価する。







Fox, L. Examina七ion of Offenders 

























Elkin, Ibid, , P.203ff. 
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戦後の西ドイツ刑法改正作業は、戦後の混乱期をようやく脱した 19 5 3年Kはじま
った。との年に、当時の連邦司法大臣デーラーは刑法の全面改正を決意し、そのための
(1) 
予備作業を遂行したが、第二代の大臣ノイマイヤーは 19 5 4年κ刑法大委員会を招集
し、かれ自身が議長となって改正草案の審議K当たった。同年4月KはポンK念いて組
織会議が持たれ、以後は作業会議K訟いて審議がす弘められた。








































1 9 5 6年Kは、刑法大委員会は「暫定的念刑法総則草案」を理由書と共κ発表し、
第一読会の終了した時点で「 19 5 8年刑法総則草案Jを発表した。 19 5 9年Kは、
酬と制IJとをあわせた刑法草案、いわゆる「 19 5 9年第一時j号、第二読会の終
了の後K「19 5 9年第二草案Jが公表され、戦後の 5年間Kわたる審議の幕が一応b
ろされた。





1 9 6 2年K在って連邦政府は 19 6 0年草案を基礎Kして、言者ラント委員会の決議を
(8) 
も参考Kし、 ζれK若干の修正を加えて新しい「 19 6 2年ドイツ刑法草案jを完成し
た。
予防監置一一教育監置一一制度は、「 19 5 6年草案」「 19 5 9年第一草案」のそ
れK若干命令の要件の限定がなされて、「 19 5 9年第二草案」「 19 6 0年草案」に

















































第 86条第 2項）。また、保安監置K辛子いていわゆる「累犯期間」は 5年であるが、予
-34一






















期間の限度は 5年である（草案第 89条第 1項、第 2項）。
予防監置が試験的に延期された場合（草案第105条第1項） Ki≫いて、その延期が取








1 0 5条第 1項）。刑の執行が処分の執行より先Kなされた場合Vては、執行裁判所は刑
の執行の終了する前K予防監置の目的が収符を必要とするかどうかを審査し、必要でな





験的K延期される」（草集第 10 5条第 5項）ものであり、その命令と同時に保安監察
が命令される（草案第 10 7条第 3項）。試験的予防監置の延期の期同は、原則として
保安監察の期！Biと一致する（草案第 98条第 2項）。 ζの期間は2年以上5年以下であ
る（草安第 94条第 1項）。 2年の法定最低期間が経過し？と後には、執行裁判所は保安
監察を解消するととができるが、とれは有罪の言渡しを受けた者が保安監察が左くても
合法的生活を営むととが期待されるとき K限られる（草案第 96条第 q員）。
保安監察が解消、または期間の経過Iてよって終了する場合Kは、予防監置はその終結が
宣告される（草案第 10 8条第 5項）。
予防監匿の試験的な延期は、有罪の言い渡しを受けた者の保安監察中の行状または事
後的に知られた事情から、予防監置の目的がその執行を必要とするととを示した場合K
は取消される（草実第 10 8条第 1項）。
〔審査〕
執行裁判所は、いつでも被収容者を釈放すべきかどうかを審査するととができる（草
案第 90条第 1項）。 ζれKよって満期常。釈放が可能Kなる。 ζの審査は一定の期間
内Kは必ず実施しなければならない義務的なものである。予防監置の場合は、第 1回の
審賓は2年、その後の審査は 1年と定められている（草案第 90条第 2項）。執行裁判















（草案第 10 4条第 2項、第 5項）。
以上、予防監置制度の骨格を概観した。結局、 1 9 6 2年草案の予防監置制度への基
本的立場は、要件上の個々の点κついて若干の変化はあるものの 19 5 6年草案のそれ。6)
と全〈変っていないとみてよいであろう。
連邦政府は上記の 19 6 2年草案を連邦参議院Kかけ、それはさらκ連邦議会K上程
されて 19 6 3年5月から実質的な審議にはいった。草案は、議会の法務委員会の下部
機関である「刑法J委員会、改称されて「｝ft主去J特別委員会K沿いて検討される ζとK
聞




























問わず一律に 1年とされた（草笑第 90条第 2項）。との修正はスイス知踏典の一部改
正（第45条第 1項、第 10 0条第？項） f'L関する連邦参議院の態度と、オーストリア
(21) 
刑法草案の解決方法とに一致さぜたものである。
1 9 6 6年第5立法期間Kはいって、「汗！＇法」特別委員会 Kよリて検討された 19 6 2 
年草案は再び連邦議会に上程され、新しく「刑法改正特別委員会Jf'L審議が委託された。
一方、同年vc1 4人の邦j法学者の手Kなる「代案」（ Al七erna七iv-Entwur f）が公表
されて、 1 9 6 2年草案K対する強い批判的態度が表明された。とれKよって、知j法改
正作業はあらえな刺激を受けるととKなった。


































































2 7才未満の若年犯罪者は特別施設に収容される（代案第 6'I条第 5項）が、とれに





































































































(1) Maもerialien zur S七rafrechもsreform 
Bd. 1～12. 1954. 
(2) Dreher, E. Berichもe
ZStW Bd. 67(1955) S.237ff. 
(3) // Be rich七e
estw Bd. 67(1955) S.566ff. 
(4) // Berichte 
z S七W Bd. 69 (1957) S.59ff. 
(5）邦 訳 斎 藤 金 作
1 9 5 6年ドイツ刑法総則草案
早稲田大学比較法研究所紀要第5号
(6）邦 訳向上
1 9 5 9年ドイツ刑法各則草案
岡紀要第 13号
(7）邦訳向上
1 9 6 0年ドイツ刑法草案
同紀要第 18号
(8）邦訳向上
1 9 6 2年ドイツ刑法草案
刑事基本法令改正資料第 2号
(9) 条文上Kは表現されてい念い。
邦訳斎藤金作 1 9 6 2年ドイツ知j法草案理由書
（総則篇） 第二分冊 1 0 2頁参照。
刑事基本法令改正資料 第 11号
側 6カ月未満の短期自由刑を排除する趣旨である。




別義務の賦与、少年拘禁の 3il’の処分がある（少年裁判所法第 13条）。 19 5 6年草
案では継続拘禁（少年拘禁の一種）だけであったが、と Lではそのほかの処分もふくま
れるので、や L枠がひろげられている。
¥1品 Koffka, E. Vorbeugende V巴rwahrung und S1oherungsaufsich七 lIl
S七rafgese七zen七wurf 1960 
Juri sも工sche Rundschau 1960. S. 285. 
(15）保安監察（ Sicherungsaufsichも）は草案第91条ないし第98 条 VC:i>~いてその
要件や内容が詳細K規定されている。社会内処遇方法として、わが国の保護観察K対比
しうるが、その内容はわが国のそれよりもはるかに厳格である。
(1日邦訳 斎 藤 金 作


















” ”  (17) Ber ichも des Sonderausschusses Sもrafrech七 des DeuもSch er 
Bunde s七ages.




ジュリスト 広 34呪 1966. 60頁以下参照。
日目 Bericht, Ibid., S.25. 
日明 Becker, w. Vorbeugende Verwahrung oder 
－． Erziehungsverwahrung fur junge Stra f七a七er ? 
Mschkrim 50. Jg 1967 S.336. 
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対案理白書、上掲。 1 3 0頁。
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の施設が最低25個必要であれその年間経費は 1億 60 0 0マルクKも達するので実
際的では念いという見解がある。
Zweiter Schrs f七lichcr Berichも des Sonderausschusses 
f°ur die S七rafrechもsreform. 
Drucksache V / 4095 S. 28 
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(32) 1 9 6 7年の末、連邦司法省内κ会いて行刑法の改正を目的とする「行知j委員会J
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巻の報告書をまとめた。
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としての社会治療施設への収容処分の概略を述べる。収容の要件は、 1 9 6 2年草案の
教育監置とほとんど変化は左いといえるが、個々の要件の点でや h厳格Kなっていると
























との要件を、 19 6 2年草案の教育監置収容の要件と比較すると、 a）のハ）で「 6
カ月以上」の自由刑が「 1年以上JKひきあげられたとと、 b）のホ） !'Li≫いて、「裁
判所Kよる教化処置」（ gerichtliche Erziehung) が「教護の措置」 cFiirー
sorgeerz1ehung）と修正され、「懲戒処分」（Zuchtmittel）が要件からがとさ



























































1 9 6之年草案第 10 4条第5項とととな払同ーの社会治療施設への収容が命令さ
れた場合には、前の処分の命令は当然、に終了する（新法第 67条 f)。また、社会治療
施設への収容は、行為者の責任無能力または行為無能力のために刑事手続が遂行不能念
場合にも、裁判所Kよって「独自的f'LJ命令きれうる（新法第 71条）。 19 6 2年草
案第 10 3条では教育監置は独自的K命令されるととをえ念か司たが、とれKよってそ
れが可能となったといえる。




題点のところで論じるが、 ζ 』では 19 f., 2年草案の教育監置との関連で審議の過程で
問題になった点を若干つけ加えてなきたい。








次に注目されるのは、 1 9 6 2年草案第 86条第 2項が削除された点である。教育監
置と保安監置とは 25才から 27才の対象者の場合に、競合が生じる。実際上、 ζれが









累犯期聞は、 19 6 2年草案と変らず5年であるが（新法第 48条第 4項）、教育監
置（社会治療施設）の要件としての教護の措置についてのみ、その実施が終了してから
次の所為があるまで2年以上経過している場合Kは考慮され念い（新法第 65条第4項）。





その他、形式的要件に関して 19 6 2年草案との落干の修正点があるが、とれについ
ては次節K沿いて述べる（ 6 5頁以下）。
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(1) 新知怯典の正文は未見であるが、「第二次期肱改正法草案J何ntwurf e1nec 
Zwei ten Gesetzes zur Re form des S trafreoh七日，略号 Z. Str RG) f'Cは
本質的な変更はなかったと伝えられるので、同草案の条文を「新法Jと仮称するととK
する。
(2) 指導監察は、 19 6 2年草案第91条の保安監察の呼称が保安優先の印象を与える
ととを避けて改称したものである。代案は、保案監察の目的が不明確であり、一部は試
験補助（ Bewahrungshi 1 fe）として考えられ、一部は単なる監督として考えられてい
る。保安監察K試験補助の性格が帰属するのであれば、それは余計であるとした（196 6 




(3) Zwe iもer Sohrif七licher Berioh七. s.29 



































































ている。教育殿置制度の必要性は、すでに第 I 章 vc:t~いて述べた。たとえば、プルンス




















































































































































































































4 ) 「大き念知られざるものJ(gr o Be Un bekann七e）、す念わち、遺伝性の因子
を把握するととが難しい。
5 ) 予測表が見落しているものに、身体的欠陥とか既往症といった因子があり、 ζ
れらは犯罪予測Kないて決して無視できない主要性がある。








































いるととを承認した。たとえば、 F・マイャーの予測是6kよって 10 0 %前Q.l'C陥いる
と予想された者48名中、実際κ再犯K陥ったのは43名であり、す1i:わち 89 %の予
測適中率である。とれまでの研究例では、 1DD%VL近い蓋然性で再犯を予測される者
の数は、たとえば、フォン・フライの 75名中 12名、 F ，マイヤーの 17 2名中 23 
個別
名、グラスクルグィグの 10 0名中 15名というように比較的すくない。しかし、「若












刑法特別委員会は、教育監置の形式的要件K関して、 1 9 6 2年草案の立場を支持し
た刀、その際、要件K若干の限定を加えた。
























1 9 5 6年草案では、 2個の前の所為κは「重大念」犯罪行為という限定をつけてい
側
念かったが、 19 6 0年草案ではその限定がつけられた。ベータースは、とれK対して、
とLでいう重大在犯罪行為とは在κを意味しているのかあいまいである、とした。たと


























は、公の施設教育が失敗したというととが条件と在る。 19 5 6年草案κがいては、公
的念寄宿舎教化、継続拘禁、自由刑（少年刑がふ〈まれる）のいずれか一つが、実際κ
施設vc:t~いて執行されたととを要求している。その際、施設収容の期聞は要件とされ左
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ホーエンプスペルク医療刑務所Kないて、戦後κ始まった。創立は 19 4 8年だが、心
理療法が開始されたのは 19 5 4年であり、特K重い犯罪K対しては、深層心理学的な
個別処遇をほどとした。これ陀成果があがったので、 1 9 5 8年Kグループ心理療法が
始まった。 19 6 3年Kは、約 30ベッドをもっ独立した心理療法部門が開設され、1969
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